
貸　　借　　対　　照　　表

第１６期 ＪＸビジネスサービス株式会社

千円 千円

1,435,821 581,926

（ 1,231,285 ） （ 513,338 ）

915,258 258,573

364 159,055

937 2,352

314,461 6,495

263 19,909

66,952

（ 204,535 ）

〔 46,981 〕 （ 68,587 ）

33,882 58,471

13,098 9,430

〔 12,421 〕 685

12,421

〔 145,132 〕 853,894

46,400 （ 853,894 ）

1,436 〔 50,000 〕

97,295 〔 59,000 〕

59,000

〔 744,894 〕

12,500

732,394

732,394

1,435,821 1,435,821

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金繰 延 税 金 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア

純 資 産 の 部投 資 そ の 他 の 資 産

株 主 資 本差 入 保 証 金

資 本 金長 期 前 払 費 用

建 物 附 属 設 備 退 職 給 付 引 当 金

工 具 器 具 備 品 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

無 形 固 定 資 産 そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 流 動 資 産

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 固 定 負 債

未 払 消 費 税

前 払 費 用 未 払 費 用

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

預 託 金 未 払 事 業 税

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

売 掛 金 未 払 金

（２０２０年３月３１日現在）

科         目 金          額 科         目 金          額



第１６期 ＪＸビジネスサービス株式会社

千円 千円

2,313,346       

1,931,397       

381,948         

183,114         

198,834         

296              

68               365              

8                8                

199,190         

29,148           29,148           

170,042         

49,728           

8,907            

111,407         

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税

雑 収 入

雑 損 失

特 別 損 失

事 務 所 縮 小 費 用

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息

損　益　計　算　書

自  ２０１９年４月 １ 日

至  ２０２０年３月３１日

売 上 高

売 上 原 価



個別注記表

（１）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

　②無形固定資産 　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

（２）引当金の計上基準

　　①退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込計上額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

　　②役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（３）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税の会計処理方法 税抜方式を採用しております。

　②連結納税制度の適用 ＪＸＴＧホールディングス株式会社を連結納税主体とする連結納税制度を適用して

おります。

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

（２）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

千円

利益剰余金

千円

２０２０年３月３１日

２０２０年６月２６日

　　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

232,000

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　２０１６年４月１日以降取得した建物附属設備は定額法、その他の有形固定資産は定率

法によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

３．その他の注記

500

　２０２０年６月２５日開催予定の定時株主総会において、次の議案が付議されます。

　　ア．配当金の総額

　　イ．配当の原資

　　ウ．１株当たり配当額

　　エ．基準日

　　オ．効力発生日

464


